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１－① 企業団の概要

企業団
水道用水供給事業

水の卸売り
（用水供給）

企業団・佐賀市・小城市
水道事業

水道使用者

水の小売り
（末端給水）

受水費の支払

水道料金の支払

一部事務組合： 県や市、町など地方公共団体の
事務を共同で処理するために設けられた組織。

企業団： 一部事務組合の中で、水道・ガス・電気
などの公益事業を経営する地方公営企業をいい、
特別地方公共団体となる。

◆佐賀西部広域水道企業団は、地方自治法に定
める企業団（一部事務組合）として、各家庭に水を
供給する「水道事業」と、水道事業者に浄水を送る
「水道用水供給事業」の２つの事業を行っている。

※以下、佐賀西部広域水道企業団の「水道事業」に着目した
資料づくりを行っています。
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安全で安心な水を安定的に
供給するために

①水源及び浄水施設等の能力の適正化

②減少し続ける給水収益への対応

③老朽化施設の更新費用と財源確保

④危機管理体制の強化

⑤技術職員の確保と技術継承の実現 など

水道事業が抱える諸問題

１－② 企業団の概要

〈水平統合：規模の経済性〉

スケールメリットを活かし、効率的な事業運営の
実施による安全性の向上や経費削減を実現

〈垂直統合：範囲の経済性〉

水源の有効活用、施設の統廃合による水運用
の効率化や経費削減を実現

令和２年度に事業の統合【広域化】
水の卸売り

【統合前】

【統合後】

水の小売り

《市町単独で対処するには限界がある》



小城市（小城町を
除く。）
白石町（福富地区）

白石町（白石地区・
有明地区）
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１－③ 企業団の概要

地区名 給水人口
（令和５年度）

一日平均給水量
（令和５年度）

多久市 17,722人 5,600㎥

武雄市 47,181人 14,171㎥

嬉野市 23,380人 8,858㎥

大町町 5,976人 1,648㎥

江北町 9,549人 2,676㎥

白石町
（白石地区・有明地区）

17,335人 4,897㎥

旧西佐賀水道
企業団

29,586人 7,535㎥

計 150,729人 45,386㎥

水道事業：
佐賀西部地域の４市３町、150,729人に
水道水を給水する事業
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◆給水人口は、Ｒ２年度からの４０年間で約６．４万人（約４２％）減少する見込み。

◆一日平均給水量は、同期間で約４１％（毎年約１％）減少する見込み。

〇将来の給水人口及び一日平均給水量の見通し

１－④ 企業団の概要

0.0
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2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

一日平均給水量 給水人口

（万人） （千㎥）

R2(2020) 155,128人 R42(2060) 90,679人

【△42％】

【△41％】
R2(2020) 47,149㎥ R42(2060) 28,004㎥
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浄水場名 場所 施設能力

厳木多久共同浄水場 多久市 4,850㎥/日

西多久浄水場 多久市 100㎥/日

船山浄水場 多久市 12㎥/日

渕の尾浄水場 武雄市 11,400㎥/日

第２浄水場 武雄市 6,000㎥/日

大野浄水場 武雄市 3,000㎥/日

清水浄水場 嬉野市 6,700㎥/日

岩ノ下浄水場 嬉野市 1,370㎥/日

春日浄水場 嬉野市 80㎥/日

不動寺浄水場 大町町 28㎥/日

廃止予定

廃止予定

廃止予定

廃止予定

廃止予定

〇浄水場一覧（１０か所）

39

47

39

50

22

37

51

48

47

37

不動寺浄水場

春日浄水場

岩ノ下浄水場

清水浄水場

大野浄水場

第２浄水場

渕の尾浄水場

船山浄水場

西多久浄水場

厳木多久共同浄水場

浄水場経過年数 （年）

２－① 施設・管路の状況

水道用水供給事業を担っている「嘉瀬川浄水場」以外の浄水場は、統合時に構成
団体から引き継いだもので老朽度が高く、維持管理費や施設更新費の削減のた
め、「浄水場５か所の統廃合」を推進している。
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塩化ビニ

ル管
55%

ダクタイ

ル鋳鉄管
32%

ポリエチ

レン管
9%

鋼管
2% 鋳鉄管

2%

管種別割合

40年超
18%

20年超

40年以下
59%

20年以下
23%

経過年数別割合

◆「法定耐用年数４０年を経過した管路」は全体の１８％（類似団体は平均２５％）。

◆他の管種に比べて耐久性が劣っていることから早めの取替えが必要な「塩化ビニ
ル管」「鋳鉄管」は全体の５７％。

２－② 施設・管路の状況

佐賀市～東京都～北海道札幌市
を結ぶ直線距離に相当

〇管路総延長（令和４年度末） 1,773km
水道水が家庭に届くまでの流れ
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◆令和５年度末に法定耐用年数４０年を超えた老朽管路延長は３５３ｋｍ（約２０％）。

◆令和２０年度には管路経年化率が５０％を超えて、老朽管路延長は９００ｋｍ以上
になる。

〇管路の老朽化の見通し

２－③ 施設・管路の状況

（㎞）
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◆浄水施設・配水池については、５か所の浄水場の廃止を計画的に実現すると
ともに、今後耐震診断を実施して、計画的な耐震化を進める。

◆基幹管路については、令和５年度に構築した事業全区域のマッピングシステ
ムを活用し、管路情報や漏水履歴、地盤等のデータをもとに、計画的な耐震化を
進める。

〇耐震化の状況（令和４年度末）

２－④ 施設・管路の状況
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〇浄水場の統廃合計画（Ｒ３～Ｒ８年度） ⇒ 維持管理費や施設更新費を削減するため

10

浄水場10か所

現 在

浄水場5か所

令和９年度～

２－⑤ 施設・管路の状況

・水道用水供給事業の施設能力増強（取水・送水ポンプ増設）

・浄水場廃止に伴う新たな施設整備（管路等）

・浄水施設等主要施設の遠隔監視装置構築（本所）

〇施設整備等

交付金事業（広域化事業）の活用

・総事業費 ９２．１億円

・事業期間 Ｒ３～Ｒ１２

〇財源の確保
浄水場の

統廃合に向
けた取組み
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◆施設・管路の更新費用は、Ｒ２～Ｒ１３年度で、合計約２６３億円の見込み。

◆Ｒ３～Ｒ１２年度で、国からの交付金合計約６１億円、市町からの繰入金合計
約３１億円の財源措置がなされる見込み（Ｒ１３年度以降の財源措置は未定）。

◆財源措置を除いた約１７１億円は自己財源として確保する必要がある。

〇将来の施設・管路の更新費用の見通し
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更
新
費
用
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億
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）

国からの交付金 市町からの繰入金 自己財源

２－⑥ 施設・管路の状況
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人口減少等による水道料金収入の減
少とともに、物価上昇や施設の老朽化
等による支出増が見込まれる中、現行
の水道料金のままでいった場合、令和
８年度には資金不足となり、以降拡大
する見込みである。

２－⑦ 施設・管路の状況

〇将来の収益的収支の見通し（現在の料金を将来も維持した場合）
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①経常収支比率 （％）

【指標の意味】

給水収益等の収益で、維持管理費等の費用をどの
程度賄えているかを表す。

97.42
96.18

100.06

110.22 110.31
111.66

90

95

100

105

110

115

R2 R3 R4

企業団 類似団体

Ｃ：計画どおり、100％を上回ったが、類似

団体と比べて低く、今後、水需要の減少や
経費の増加により低下していく傾向が見込
まれる。

②累積欠損金比率 （％）

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

R2 R3 R4

企業団 類似団体

【指標の意味】
営業収益に対する累積した損失の状況を表す。

Ａ：累積欠損金は発生していない。

企業団、類似団体ともにゼロ

３－① 経営状況

※ 経営指標を類似団体と比較し、評価する。 （Ａ：高評価、Ｂ：普通、Ｃ：低評価）
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③流動比率 （％）

【指標の意味】

１年以内に支払わなければならない債務に対する
支払能力を表す。

479.84

363.7

402.66

354.12

383

373.28

250

300

350

400

450

500

550

R2 R3 R4

企業団 類似団体

Ｂ：類似団体と同レベルである。（１年以内
債務に対して支払うことができる現金等が
ある状況を示す100％を上回っている。）

④企業債残高対給水収益比率（％）

167.03

138.85 135.5

225.18 223.46

204.02

100

150

200

250

300

R2 R3 R4

企業団 類似団体

【指標の意味】

給水収益に対する企業債（借金）残高の割合であり、
企業債残高の規模を表す。

Ａ：類似団体と比べて割合が小さいが、今
後、施設更新費用の財源として企業債の
借入を増やしていくため、割合が大きくなる
傾向が見込まれる。

３－② 経営状況
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⑤料金回収率 （％）

【指標の意味】

給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えてい
るかを表す。

92.39 91.75

95.97

101.61 101.39
103.72

85

90

95

100

105

110

R2 R3 R4

企業団 類似団体

Ｃ：給水に係る費用が給水収益で賄われて
いない（100％未満：給水原価＞供給単価）
ため、最適な料金設定が求められる。

⑥給水原価 （円）

249.69 252.16

240.54

201.62 203.15
210.96

180

200

220

240

260

280

R2 R3 R4

企業団 類似団体

【指標の意味】

水道水１㎥をつくるために、どれだけの費用がか
かっているかを表す。

Ｃ：類似団体と比べて費用がかかっている。
更なる施設更新の効率化や維持管理費の
削減が求められる。

３－③ 経営状況
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⑦施設利用率 （％）

【指標の意味】

一日配水能力に対する一日平均配水量の割合で
あり、施設の利用状況や適正規模を表す。

55.94 56.29
54.49

66.92 66.51
65.67

50

55
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65

70

R2 R3 R4

企業団 類似団体

Ｃ：類似団体と比べて非効率な施設利用と
なっているが、５つの浄水場廃止により改
善される見込みである。

⑧有収率 （％）

77.05

82.64
84.54

89.9 90.3 90.17
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R2 R3 R4

企業団 類似団体

【指標の意味】

浄水場で作った水が、どの程度水道料金収入につ
ながっているかを表す。

Ｃ：類似団体と比べて、まだ漏水などの収
益につながらない水量が多いが、老朽管
更新の取組み等により漏水量は減少し、改
善傾向にある。

３－④ 経営状況
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⑨有形固定資産減価償却率 （％）

【指標の意味】

有形固定資産のうち、償却対象資産の減価償却が
どの程度進んでいるか（資産の老朽化度合）を表す。

56.64 56.68 57

50.94
51.6

52.12

48

50

52

54

56

58

60

R2 R3 R4

企業団 類似団体

Ｃ：類似団体と比べて、施設等の老朽化が
進んでいるが、５つの浄水場廃止により改
善される見込みである。

⑩管路経年化率 （％）

14.01
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22.95
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【指標の意味】

法定耐用年数を超えた管路延長の割合（管路の老
朽化度合）を表す。

Ａ：類似団体と比べて、管路の老朽化度合
は低いものの、年々、管路の老朽化が進ん
でいる。

３－⑤ 経営状況
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⑪管路更新率 （％）

【指標の意味】

当該年度に更新した管路延長の割合を表す指標で、
管路の更新ペースや状況を把握できる。

0.57

0.87

0.63

0.62
0.53

0.67
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企業団 類似団体

Ｂ：類似団体と同程度の更新を行っている
（すべての管路を更新するのに約150年か
かるペースである）。

３－⑥ 経営状況
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経営指標レーダーチャート （Ｒ４年度）

類似団体の値を100としたときの企業団の指数。

指標が良好であればあるほど高い指数となる
ように計算していることから、企業団の十一角
形が類似団体の正十一角形から外に広がれ
ば広がるほど、指標が良いこととなる。

３－⑦ 経営状況

【財務状況】

水道水を作るための費用が大きく、
それを水道料金で賄えていない。
※水道事業者全体の約４０％が原価割れ
している。

【施設の効率性】

施設が古く、効率が悪いため、浄水
施設の廃止等に取り組んでいる。

【管路の老朽化の状況】

類似団体と比べて、管路の老朽化度
合は低いものの、年々管路経年化率
は急速に上昇している。
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Ｂ
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水道事業を取り巻く環境の変化

４－① 経営戦略

①人口減少や節水型社会の進展等による水需要・料金収入の減少

②施設の老朽化に伴う大規模な更新需要の到来

③気候変動による災害の激甚化・頻発化

こうした情勢の変化により、財政収支状況などこれまで以上に厳しい経営環境となる
ため、更なる経営改革の推進が求められる。

そのポイントとなるのは、

◆安全かつ安定かつ持続可能な事業の維持・更新のための「賢い投資」

◆広域化、民間活用等を含めた「抜本的な改革」

出典：「佐賀西部広域水道企業団 新水道ビジョン（R6.2改訂版）」
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水道事業の基盤強化に向けた基本方針

４－② 経営戦略

「安全で安心な水を確かな技術・運営力で安定的に」

（持続可能な水道事業の確立）

事業実施が可能な財源を確保しつつ、適切な企業債発行の維持を図り、継続的に経
費削減に取り組むとともに、今後の水道料金の値上げ幅を減少させることに努めな
がら、安全で安心かつ安定的な事業運営を持続していく。

①適切な資産管理

収支の見通しの作成及び公表を通じ、施設の計画的な更新や耐震化等を進める。

②広域連携

人材の確保や経営面でのスケールメリットを活かした市町の区域を越えた広域的
な水道事業者等の間の連携（事業統合、施設や管理の共同化等）を推進する。

③官民連携

民間事業者の技術力や経営に関する知識を活用できる官民連携を推進する。
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主要施策

４－③ 経営戦略

１ 水質管理体制の強化、水源環境の
保全

・水安全計画の策定 など

【安全な水道】

２ 老朽化施設及び管路の計画的更新
と耐震化・強靭化、漏水対応の充実

・耐震診断やアセットマネジメントに基づく更新計画の策
定 など

３ 災害に強い上水道システムの構築
と災害時の応急給水体制の充実

・緊急時の相互応援・協力体制の強化 など

【強靭な水道】

４ 健全かつ安定的な財政運営の推進
・財政シミュレーションに基づいた適切な支出可能額の設定
・交付金や企業債借入などの計画的な事業資金の確保
・料金制度の最適化
・外部委託や業務工程の見通し、ＤＸの推進等による経費削減 など

５ 事業実施体制の強化
・浄水施設や営業所の統廃合の推進
・デジタル化、システム標準・共同化の推進 など

６ 施設の適切な運転・維持管理及び機能向上
・遠隔監視制御設備、計装設備の整備・更新
・ダウンサイジング（規模の適正化） など

７ お客様サービスの向上
・スマートフォン決済
・Ｗｅｂ申請（使用開始・中止など）
・スマートメーターによる自動検針、Ｗｅｂ明細サービス など

８ 環境負荷低減などＳＤＧｓやＣＳＲ活動の推進
・環境に配慮した設備・機器等の導入 など

９ 多様な手法による水供給の研究

【水道サービスの持続】
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